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主要な個別の省エネ対策について



○センサー情報やネットワークを活用して情報収集を行い、そのデータの解析と課題解決手法を開発することで
・競争力のある最先端の工場の実現
・ビル・家庭に対し最適環境を提供するサービスを行うビジネスの活性化
・社会システムとしてよりスムーズな交通流の実現 を目指す。

２０３０年に向けた追加的な主な対策の全体像
ポイント１：ＩｏＴ等を活用した新たなエネルギーマネジメントの実現

工
場

ビ
ル
・家
庭

現場における情報収集 新しい省エネ・ソリューションの実現

◆スマートな工場の実現
○製造状況に応じた最適なエネルギー管理を実現し、

エネルギー消費効率を最大化。
（同時に、より高付加価値な製品の製造も実現。）

◆センサー・カメラを用いた情報収集
（FEMSの導入）
・エネルギー使用状況（設備の温度、電力

量 等）
・製品の製造ラインの状況把握

◆スマートなビル・住宅の実現
・使用者や電力供給の状況に応じた最適なエネルギー管理

サービスを提供し、エネルギー消費効率を最大化
（同時に、より快適な活動環境を提供）

◆センサー・カメラを用いた情報収取
（BEMS・HEMS・スマートメータの導入）
・エネルギー使用状況（電力量 等）
・活動環境の状況（室温、湿度 等）
・消費者の行動把握

競争力のある先端的な工場を国内に実現

電力システム改革をきっかけとして、
新たなサービス提供ビジネスを活性化

ポイント２：建築物・住宅に対する省エネの強化

○新築建築物・住宅について、2020年までに段階的に省ｴﾈﾙｷﾞｰ基準への適合を義務化する措置を
講ずるほか、既築も含めた建築物への断熱性能等の高い建材等の導入を促進する。

○建築物については、２０３０年までに新築建築物の平均でＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）を
実現することを目指す。また、住宅については、２０３０年までに新築住宅の平均で
ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の実現を目指す。

断熱窓サッシ・ガラス

高効率
空調設備

ＬＥＤ照明

省エネ規制初の適合義務の実現 （本常会にて大規模建築物の適合義務化法案を提出済）

【省エネ量 ６７万kL】

【省エネ量 ７３０万kL】

情報の
蓄積

データ
解析

エネマネ・
サービス提
供ビジネス
の拡大

製造ライン
のデジタル
化の推進

【省エネ量 ４１４万kL】

自
動
車

◆スマートな自動車・交通流の実現
・交通状況に応じた最適運転を実現し、燃費を最大化

（同時に、より安全でスムーズな走行環境を提供）
・ 不要な加減速の低減等に資する自動走行技術を活用

◆センサー・カメラを用いた情報収取
・エネルギー使用状況（実際の燃費）
・走行環境の把握（渋滞状況、他車の行動 等）

自動走行技術等の先端技術を国内にて活用

自動走行社
会実装プロ
ジェクトの
実施

【省エネ量 ５２万kL】
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サイクルの繰り返し

工場における生産設備のエネルギー使用状況・稼動状況等を把握し、エネルギー使用の合理化および工
場内設備・機器のトータルライフサイクル管理の最適化を図るためにFEMS（Factory Energy Management 
System）の普及が必要

生産設備等をセンサーなどで計測・診断・解析するなどIoT（Internet of Things）を活用することで、柔軟な
生産や設備の予知保全を行うことでエネルギー原単位の向上を図る。

ＢＥＭＳの
適用範囲

FEMSの
適用範囲

= 生産エネルギー
の最適化

+

FEMSの適用範囲

BEMSの
適用範囲

FEMSの
適用範囲

ＰLAN

方針と計画

ＡCTION
(Analysis)
見直し・是正

ＤO

実施および運用

ＣHECK

監視・監査

<EMS>

<省ｴﾈ改善>

導入後 改善

<見直し>

<計測･診断>

FEMSの活動サイクル

ＩｏＴ等の活用によ
り効率化を図る

出典：日本電機工業会

3

産業部門における徹底的なエネルギー管理の実施
（FEMS等を用いたエネルギーマネジメントによる運用改善）
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対策後

意識改革効果

最適水準ベンチマーク

平均ベンチマーク
設備改修効果

対策前 効率化見える化 最適化

BEMS※1

省エネ改修

 見える化による意識改革、設備更新による効率化、さらに設備運用改善が省エネルギーの構
成要素。ＢＥＭＳはこれらに必須なシステム。

 ＢＥＭＳの効用を最大限発揮させるため、エネルギーマネジメント支援サービスの活用を促進
することが、ＢＥＭＳの普及と併せて重要。

※1 BEMS：Building Energy Management System

※2 ESCO：Energy Service Company

※3 EMSv：Energy Management Service

ダウンサイジング

チューニング

運用改善

ダウンサイジング：
熱源等の最適な容量を計算し、設備を小型化する。一般的な
設備改修の場合、熱源容量が過剰であってもダウンサイジング
によるリスクを避け、同容量で設計するケースが多い。

ESCO※2

EMSv※3

BEMSの効⽤
実運転データの活⽤

出所）第2回⻑期エネルギー需給⾒通し⼩委員会
資料４アズビル株式会社発表資料より 4

BEMSの活用、省エネ診断等による業務部門における徹底的なエネルギー管理の実施
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 電力小売自由化を一つのきっかけとして、一歩進んだ「家庭部門の省エネ」が実現。

① スマートメーターの導入

③ 民間主導のサービス拡大
Ａｐｐｌｅ

② スマート家電の普及

エアコン 蓄電池照明 太陽光 エネファーム

ＥＶ
充電器 石油ガス給器

スマートメーターの本格導⼊開始、
2024年までに全世帯（約5,000万世帯）へ設置

（例：東電：2014年度（190万台））

ＨＥＭＳ情報基盤を
構築し、新たなサー
ビスビジネスを創出
するためのデータ
フォーマット統⼀、
プライバシー対応な
ど環境整備等を実施

グローバルプラット
フォーマも、電⼒⾒
える化、家電制御に
参⼊の動き

家庭内のあらゆる機器の制御コマンドを定義（90種類以上）
特にエネルギーマネジメント効果の大きい重点8機器から市場投入が開始

エネルギーに限らな
いサービスに拡⼤

現在 2030年

電力小売全面自由化

新たな電力小売事業者参入の動き

携帯電話とクリーン
電力のセット販売を
検討

アイピーパ
ワーシステム
ズ（PPS）買収

5

HEMS・スマートメーターを利用した家庭部門のおける徹底的なエネルギー管理の実施
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 隊列走行技術等の自動走行技術を活用し、運輸部門の省エネを図る。

 エネルギーITS推進事業では、テストコースにおいて、時速80ｋｍ・車間距離4ｍの隊列走行を実現。1台あたり平均15％程度の省エネ効果と推計。
 社会実装に向けては、事業モデルの明確化や研究開発、安全性の検証等が必要。

エネルギーＩＴＳ推進事業（平成20～24年度、総額44.5億円）

隊列走行に必要な技術のイメージ

社会実装に向けた課題の例

事業モデル・
社会受容性

検証

＜論点の例＞

 複数の物流事業者が隊列を組
む場合の事業性、ルール。

 他車への影響 等

＜開発等が必要な技術の例＞

 先行車の動きを通信で把握す
る際のセキュリティ技術

 異常発生時にも重大事故を避
けるための機能安全技術

 悪天候時等でも先行車等を正
確に認識する技術

 ヒューマン・マシン・インター
フェース 等

仮に、高速道路において、40%の大型車が3台1組の隊列走行を行った場合、

＝約５２万ｋLの省エネ量が期待される。

研究開発・
安全性検証

周辺環境認識技術や… …セキュリティ技術等が不可欠

負担の大きい先行車への配慮や他車への影響の分析等が必要 6

自動走行の推進
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住宅 建築物

ケース 内容

無対策
住宅の省エネルギー性能の向上に関し新規施策を講じな
いケース

対策

段階的省エネルギー基準適合義務化に加え、補助、税制
等のインセンティブによって、より高度な省エネルギー性能
を有する住宅の普及を推進、かつ補助、表示等の誘導施
策により改修が相当数発生すると仮定したケース

◆ケース設定

ケース 内容

無対策
建築物の省エネルギー性能の向上に関し新規施策を講じ
ないケース

対策

段階的省エネルギー基準適合義務化に加え、補助、税制
等のインセンティブによって、より高度な省エネルギー性能
を有する建築物の普及を推進、かつ補助、表示等の誘導
施策により改修が相当数発生すると仮定したケース

◆ケース設定

◆前提条件（対策ケース）
以下の３点を考慮して2030年度におけるエネルギー消費量を推計。

１．2020年目途新築住宅の段階的基準適合義務化
（日本再興戦略、エネルギー基本計画）

２．より高度な省エネルギー性能を有する住宅の新築及びリフォームを
推進。

３．一定の性能向上に資する省エネリフォームが2020年以降一定で推移
すると仮定。

◆前提条件（対策ケース）
以下の３点を考慮して2030年度におけるエネルギー消費量を推計。

１．2020年目途新築建築物の段階的基準適合義務化
（日本再興戦略、エネルギー基本計画）

２．より高度な省エネルギー性能を有する建築物の新築及び改修を
推進。

３．省エネ法の届出実績から、空調の改修床面積を推計。

◆算出方法
2030年度における戸あたりのエネルギー消費量を対策・無対策ケースにつ

いて設定。2030年度における住宅ストック戸数から対策・無対策ケースのエ
ネルギー消費量を算出し、両者の差から省エネ量（△356.7万kL）を算出。

◆算出方法
2030年度における床面積あたりのエネルギー消費量を対策・無対策ケース

について設定。2030年度におけるストック床面積から対策・無対策ケースのエ
ネルギー消費量を算出し、両者の差から省エネ量（△373.5万kL）を算出。

◆精査のポイント
より高度な省エネルギー性能を有する新築住宅の普及見込み及び省エネ

リフォームによる省エネルギー効果について精査。

◆精査のポイント
より高度な省エネルギー性能を有する新築建築物の普及見込み及び省

エネ改修による省エネルギー効果について精査。

7

住宅・建築物の省エネ化



各部門における省エネルギー対策と
省エネ量の暫定試算について



業
種

省エネルギー対策名
導入実績

導入・普及
見通し

省エネ量
万kL 内訳 概要

2012FY 2030FY 2030FY うち電力 うち燃料

鉄
鋼
業

電力需要設備効率の改善
粗鋼生産量あたり
電力消費2005年比

3%改善
43.0 43.0 －

製鉄所で電力を消費する設備について､高効率な設備に更新する(酸素ﾌﾟﾗﾝﾄ高効率化更
新､ﾐﾙﾓｰﾀAC化､送風機･ﾌｧﾝ･ﾎﾟﾝﾌﾟ動力削減対策､高効率照明の導入､電動機･変圧器の
高効率化更新等)。

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸの製鉄所での
ｹﾐｶﾙﾘｻｲｸﾙ拡大

廃ﾌﾟﾗ利用量
42万t

廃ﾌﾟﾗ利用量
100万t 49.4 － －

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律(平成7年法律第112号)に
基づき回収された廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ等をｺｰｸｽ炉で熱分解すること等により有効活用を図り､石
炭の使用量を削減する｡

次世代ｺｰｸｽ製造技術（SCOPE21）
の導入

1基 9基 41.6 － 36.0 ｺｰｸｽ製造ﾌﾟﾛｾｽにおいて､石炭事前処理工程等を導入することによりｺｰｸｽ製造に係るｴ
ﾈﾙｷﾞｰ消費量等を削減する｡

発電効率の改善
共火：16%

自家発：14%
共火：84%

自家発：82% 40.3 － － 自家発電（自家発）及び共同火力（共火）における発電設備を高効率な設備に更新する｡

省ｴﾈ設備の増強

例
低圧損TRT 82%
高効率CDQ  93%
低圧蒸気回収 95%

100% 80.8 － －
高炉炉頂圧の圧力回収発電（TRT）､ｺｰｸｽ炉における顕熱回収（CDQ）といった廃熱活用
等の省ｴﾈ設備の増強を図る｡

革新的製銑ﾌﾟﾛｾｽ
(ﾌｪﾛｺｰｸｽ)の導入

0基 5基 19.4 － 19.4
低品位石炭と低品位鉄鉱石を原料とした革新的なｺｰｸｽ代替還元剤(ﾌｪﾛｺｰｸｽ)を用い､高
炉内還元反応の高速化･低温化することで､高炉操業ﾌﾟﾛｾｽのｴﾈﾙｷﾞｰ消費を約10%削減
する｡

環境調和型製鉄
ﾌﾟﾛｾｽ(COURSE50)の導入

0基 1基 5.4 － －
製銑ﾌﾟﾛｾｽにおいて､高炉ｶﾞｽCO2分離回収､未利用中低温熱回収､ｺｰｸｽ改良､水素増幅､
鉄鉱石水素還元といった技術を統合しCO2排出量を抑制する革新的製鉄ﾌﾟﾛｾｽ。

鉄鋼業 計 279.8 43.0 55.4

化
学
工
業

石油化学の省ｴﾈﾌﾟﾛｾｽ技術の導入 36% 100% 7.1 － 7.1 分解炉等でｴﾁﾚﾝを生産する石油化学分野において、世界最高水準であるBPT（Best 
Practice Technologies）の普及により、ｴﾈﾙｷﾞｰ効率を向上。

その他化学製品の省ｴﾈﾌﾟﾛｾｽ技術
の導入

苛性ｿｰﾀﾞ、蒸気
発生施設 20%
その他化学の効率
向上 40%

100%

100%

59.7 8.8 43.6 石油化学以外の化学分野において、BPTの普及や排出ｴﾈﾙｷﾞｰの回収技術、設備・機器
効率の改善、ﾌﾟﾛｾｽ合理化等による省ｴﾈを達成する。

膜による蒸留ﾌﾟﾛｾｽの省ｴﾈﾙｷﾞｰ化
技術の導入

0% 4% 12.4 － 12.4 蒸留ﾌﾟﾛｾｽに｢分離膜技術｣を導入することにより、蒸留塔における処理ｴﾈﾙｷﾞｰの大幅な
削減を図る技術｡

二酸化炭素原料化技術の導入 0基 1基 0.5 － 0.5 二酸化炭素等を原料にﾌﾟﾗｽﾁｯｸ原料等基幹化学品を製造する省ｴﾈﾌﾟﾛｾｽ。

非可食性植物由来原料による
化学品製造技術の導入

0基 1基 2.9 － 2.9 非可食性ﾊﾞｲｵﾏｽ原料から機能性及びコストの両面で競争力のある化学品を一気通貫で
製造する省ｴﾈﾌﾟﾛｾｽ。

微生物触媒による創電型廃水処理
技術の導入

0% 10% 1.4 1.4 － 工場廃水を対象として、発電しながら廃水処理を行う技術。

密閉型植物工場の導入 0% 20% 5.4 5.4 － 植物機能を活用した生産効率の高い省ｴﾈﾙｷﾞｰ物質型生産技術を確立。

化学工業 計 89.4 15.6 66.5

産業・転換部門

※

※

※

※

※

※印を付した対策の全て又は一部は、統計上、最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費の削減量としては計上しないが、相当分が転換部門において一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費の削減に寄与するものとなる。

※

鉄鋼業、化学工業における の対策は、各業界における2020年度以降の低炭素社会実行計画において位置付けられているもの。 9



業
種

省エネルギー対策名
導入実績

導入・普及
見通し

省エネ量
万kL 内訳 概要

2012FY 2030FY 2030FY うち電力 うち燃料

窯
業
・
土
石
製
品
製
造
業

従来型省ｴﾈﾙｷﾞｰ技術の導入
排熱発電 ｽﾗｸﾞ粉砕
ｴｱﾋﾞｰﾑ式ｸｰﾗ ｾﾊﾟﾚｰﾀ改善
竪型石炭ﾐﾙ

－ － 2.1 0.8 1.3 粉砕効率を向上させる設備、ｴｱﾋﾞｰﾑ式ｸｰﾗｰ、排熱発電の導入等のﾍﾞｽﾄﾌﾟﾗｸﾃｨｽ技術
の最大導入に努める。

熱ｴﾈﾙｷﾞｰ代替廃棄物（廃ﾌﾟﾗ等）利用
技術の導入

熱ｴﾈﾙｷﾞｰ代替
廃棄物使用量

166万t

熱ｴﾈﾙｷﾞｰ代替
廃棄物使用量

168万t
1.3 ‐0.1 1.4 従来の設備を用いて熱ｴﾈﾙｷﾞｰ代替として廃棄物を利用する技術。

革新的ｾﾒﾝﾄ製造ﾌﾟﾛｾｽの導入 0% 50.0% 15.1 － 15.1 ｾﾒﾝﾄ製造ﾌﾟﾛｾｽで最もｴﾈﾙｷﾞｰを消費するｸﾘﾝｶの焼成工程において、焼成温度低下
等を可能とする革新的な製造ﾌﾟﾛｾｽ技術。

ｶﾞﾗｽ溶融ﾌﾟﾛｾｽの導入 0% 5.4% 5.0 ‐0.6 5.6 ﾌﾟﾗｽﾞﾏ等による高温を利用し､瞬時にｶﾞﾗｽ原料をｶﾞﾗｽ化することで効率的にｶﾞﾗｽを気
中で溶融し、省ｴﾈを図るﾌﾟﾛｾｽ技術

窯業・土石製品製造業 計 23.5 0.1 23.4

パ
ル
プ
・紙
・紙
加

工
品
製
造
業

高効率古紙ﾊﾟﾙﾌﾟ製造技術の導入 11% 40% 3.6  3.6 －
古紙ﾊﾟﾙﾌﾟ工程において､古紙と水の攪拌･古紙の離解を従来型よりも効率的に進める
ﾊﾟﾙﾊﾟｰを導入し､稼働ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量を削減する｡

高温高圧型黒液回収ﾎﾞｲﾗの導入 49% 69% 5.9 － －
濃縮した黒液(ﾊﾟﾙﾌﾟ廃液)を噴射燃焼して蒸気を発生させる黒液回収ﾎﾞｲﾗで､従来型よ
りも高温高圧型で効率が高いものを更新時に導入する｡

パルプ・紙加工品製造業 計 9.5 3.6 0.0

業
種
横
断
・
そ
の
他

高効率空調の導入 － － 29. 0 15.5 13.5
工場内の空調に関して､燃焼式、ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式の空調機の高効率化を図る｡
（APF 2012→2030年度）
吸収式冷凍機 1.35→1.4、ｶﾞｽﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ 2.16→2.85、HP式空調機 4.56→6

産業HP（加温・乾燥）の導入 0% 9.3% 87.9 ‐19.9 107.8 食料品製造業等で行われている加温･乾燥ﾌﾟﾛｾｽについて､その熱を高効率のﾋｰﾄﾎﾟﾝ
ﾌﾟで供給する｡

産業用照明の導入 6% ほぼ100% 108.0 108.0 － LED・有機EL等の高効率照明を用いた､高輝度な照明技術により省ｴﾈを図る｡

低炭素工業炉の導入 24% 46% 290.6 70.8 219.8 従来の工業炉に比較して熱効率が向上した工業炉を導入｡

産業用ﾓｰﾀの導入 0% 47% 166.0 166.0 － ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ制度への追加等により性能向上を図る｡

高性能ﾎﾞｲﾗの導入 14% 71% 173.3 － － 従来のﾎﾞｲﾗと比較して熱効率が向上したﾎﾞｲﾗを導入｡

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸのﾘｻｲｸﾙﾌﾚｰｸ直接利用 － － 2.2 － 2.2 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸのﾘｻｲｸﾙﾌﾚｰｸによる直接利用技術の開発により、素材加工費及びﾍﾟﾚｯﾄ素材
化時の熱工程を削減する。

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ建機の導入 2% 32% 16..0 － 16.0 ｴﾈﾙｷﾞｰ回生ｼｽﾃﾑや充電ｼｽﾃﾑにより電力を蓄え､油圧ｼｮﾍﾞﾙ等の中型・大型建機のﾊ
ｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ化を行い省ｴﾈを図る｡

省ｴﾈ農機の導入 15万台 45万台 0.1 － 0.1 省ｴﾈ農業機械（穀物遠赤外線乾燥機、高速代かき機）の普及を図る。

施設園芸における省ｴﾈ設備の導入 5万台・8万箇所 17万台・35万箇所 51.3 － 51.3 施設園芸において省エネ型の加温設備等の導入により、燃油使用量の削減を図る。

省ｴﾈ漁船への転換 11% 29% 6.1 － 6.1 省ｴﾈﾙｷﾞｰ技術を漁船に導入。

業種間連携省ｴﾈの取組推進 － － 10.0 2.0 8.0 業種間で連携し、高度なｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率を実現する。

業種横断・その他 計 940.5 342.4 424.8

※

※

※印を付した対策は、統計の整理上、最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費の削減量としては計上しないが、相当分が転換部門において一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費の削減に寄与するものとなる。

産業・転換部門

窯業・土石製品製造業、パルプ・紙・紙加工品製造業 における の対策は、各業界における2020年度以降の低炭素社会実行計画において位置付けられているもの。 10



業
種

省エネルギー対策名
導入実績

導入・普及
見通し

省エネ量
万kL 内訳 概要

2012FY 2030FY 2030FY うち電力 うち燃料

工
場

エ
ネ
マ
ネ

産業部門における徹底的な
ｴﾈﾙｷﾞｰ管理の実施

4% 23% 67.2 22.3 44.9 ＩｏＴ（Internet of Thimgs）を活用したFEMS(Factory Energy Management System)等によ
る運用改善を図る。

工場エネマネ 計 67.2 22.3 44.9

産業・転換部門 計 1,409.9 427.0 615.0

うち、最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費削減寄与分 1042.0
うち、一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費削減寄与分 367.9

産業・転換部門
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業務部門

用
途

省エネルギー対策名
導入実績

導入・普及
見通し

省エネ量
万kL 内訳 概要

2012FY 2030FY 2030FY うち電力 うち燃料

建
築
物

新築建築物における省ｴﾈ基準適合
の推進
（一次ｴﾈﾙｷﾞｰﾍﾞｰｽでの省エネ量を
二次ｴﾈﾙｷﾞｰﾍﾞｰｽに換算）

22% 39%

332.3 162.3 170.0

新築建築物について、2020年までに段階的に省ｴﾈﾙｷﾞｰ基準への適合を義務化する措置
を講ずるほか、低炭素建築物の推進およびZEB（ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾋﾞﾙ）実現に向けた取組等により、
より高度な省ｴﾈﾙｷﾞｰ性能を有する建築物の普及を推進する。
断熱性能の高い建材、高効率な空調、給湯器、照明等の導入を図る。
(普及率は外壁・窓等の断熱化等、一定の省ｴﾈﾙｷﾞｰ性能を確保している建築物の割合)

建築物の省ｴﾈ化（改修）
（一次ｴﾈﾙｷﾞｰﾍﾞｰｽでの省エネ量を
二次ｴﾈﾙｷﾞｰﾍﾞｰｽに換算）

41.1  16.8 24.3 既存建築物の省ｴﾈ改修を推進する。
（空調改修による効果を推計して省エネ量を算出）

給
湯

業務用給湯器の導入
潜熱回収型給湯器
業務用ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ給湯器
高効率ﾎﾞｲﾗ

7% 44% 61.1 10.3 50.8

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式給湯機､潜熱回収型給湯器といった高効率な給湯設備の導入を推進する｡

※１． 省ｴﾈ量には新築建築物における省ｴﾈ基準適合の推進に伴う給湯設備の導入による効果
（5.4万kl）は含んでいない。

照
明高効率照明の導入 9% ほぼ100% 228.8  228.8 －

LED・有機EL等の高効率照明を用いた､高輝度な照明技術により省ｴﾈを図る｡

※２．省ｴﾈ量には新築建築物における省ｴﾈ基準適合の推進に伴う照明設備の導入による効果
（20.2万kl）含んでいない。

空
調冷媒管理技術の導入（ﾌﾛﾝ） 0% 83% 0.6 0.6 －

冷凍空調機器等に含まれる冷媒の適正な管理を行うために必要な、適切かつ簡便な設備点検
ﾏﾆｭｱﾙの策定、及び管理技術の向上のための人材育成等を実施。

動
力

ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ制度等による機器の
省ｴﾈ性能向上

－ － 278.4  278.4 －

ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ基準等により､以下の製品等を引き続き性能向上を図る｡（2012→2030年度）
・複写機 消費電力 169kWh/台・年→106kWh/台・年

普及台数 342万台→370万台
・ﾌﾟﾘﾝﾀ 消費電力 136kWh/台・年→88kWh/台・年

普及台数 452万台→489万台
・高効率ﾙｰﾀ 消費電力 6083kWh台・年→7996kWh/台・年

普及台数 183万台→197万台
・ｻｰﾊﾞ 消費電力 2229kWh/台・年→1492kWh/台・年

普及台数 297万台→319万台
・ｽﾄﾚｰｼﾞ 消費電力 247kWh/台・年→131kWh/台・年

普及台数 1179万台→5292万台
・冷凍冷蔵庫 消費電力 1390kWh/台・年→1239kWh/台・年

普及台数 233万台→233万台
・自動販売機 消費電力 1131kWh/台・年→770kWh/台・年

普及台数 256万台→256万台
・変圧器 消費電力 4280kWh/台・年→4569kWh/台・年

普及台数 291万台→291万台

※３．高効率ルータ、サーバについては、今後の通信量の伸びに伴う電力消費量の増加に対応す
る今後の技術革新効果等についても考慮した省エネ効果を算定。
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業務部門

用
途

省エネルギー対策名
導入実績

導入・普及
見通し

省エネ量
万kL 内訳 概要

2012FY 2030FY 2030FY うち電力 うち燃料

国
民
運
動
・

業
務
エ
ネ
マ
ネ

BEMSの活用、省ｴﾈ診断
等による業務部門における
徹底的なｴﾈﾙｷﾞｰ管理の実施

6% 47% 235.3 129.4 105.9 建築物内の空調や照明等に関するﾃﾞｰﾀを常時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞし､需要に応じた最適運転を行うことで省ｴﾈ
を図る技術、及びその他運用改善により省ｴﾈを図る。（普及率はBEMSの普及率）

照明の効率的な利用 15% ほぼ100% 42.3 42.3 － 照度基準の見直し、省ｴﾈ行動の定着により、床面積あたりの照明量を削減。

国民運動の推進
（業務部門）

－ － 6.6 6.6 －

国民運動の推進にあたって、以下の対策を実施し、国民への情報提供の充実と省ｴﾈ行動の変革を
図る。
●ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ・ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの実施徹底の促進

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ（実施率75%）、ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞ（実施率70%）の実施率をほぼ100%に引き上げる。
●自治体の庁舎・建築物の省ｴﾈ化

自治体の庁舎・建築物の省ｴﾈ改修・建替えを進め、地域の省ｴﾈの先進事例として、地域
全体への波及効果を含めて地域の省エネ化を実現する（40万kl）。

※自治体の庁舎・建築物の省ｴﾈ化による効果は、既にその全てが他の業務部門における対策に
含まれている。

ｴﾈﾙｷﾞｰの面的利用の拡大 － － 7.8 － － ｴﾈﾙｷﾞｰを複数の事業所等で面的に活用することによりｴﾈﾙｷﾞｰ利用効率を向上させる。

業務部門 計 1,234.3 875.5 351.0

※

※印を付した対策の全て又は一部は、統計上、最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費の削減量としては計上しないが、相当分が転換部門において一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費の削減に寄与するものとなる。

うち、最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費削減寄与分 1,226.5
うち、一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費削減寄与分 7.8
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家庭部門
用
途

省エネルギー対策名
導入実績

導入・普及
見通し

省エネ量
万kL 内訳 概要

2012FY 2030FY 2030FY うち電力 うち燃料

住
宅

新築住宅における省エネ基準適合
の推進
（一次ｴﾈﾙｷﾞｰﾍﾞｰｽでの省エネ量を
二次ｴﾈﾙｷﾞｰﾍﾞｰｽに換算） 6% 30%

314.2 78.6 235.6

新築住宅について、2020年までに段階的に省ｴﾈﾙｷﾞｰ基準への適合を義務化する措置
を講ずるほか、ZEH（ﾈｯﾄ･ｾﾞﾛ･ｴﾈﾙｷﾞｰ･ﾊｳｽ）の普及促進等により高度な省ｴﾈﾙｷﾞｰ性能を有す
る住宅の普及を推進する。
断熱性能の高い建材、高効率なｴｱｺﾝ、給湯器、照明等の導入を図る。
(普及率は外壁・窓等の断熱化等、一定の省ｴﾈﾙｷﾞｰ性能を確保している住宅の割合)

既築住宅の断熱改修の推進
（一次ｴﾈﾙｷﾞｰﾍﾞｰｽでの省エネ量を
二次ｴﾈﾙｷﾞｰﾍﾞｰｽに換算）

42.5 11.0 31.5 既存住宅の省ｴﾈﾘﾌｫｰﾑを推進し、断熱性能の高い建材の導入を推進する

給
湯

高効率給湯器の導入
CO2冷媒HP給湯機
潜熱回収型給湯器
燃料電池
太陽熱温水器

400万台 1,400万台

268.6 ‐26.3 294.9

ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ式給湯機（左上段）､潜熱回収型給湯器（左中段）､家庭用燃料電池（左下段）といった
高効率な給湯設備の導入を推進する｡

※１．省ｴﾈ量には新築住宅における省ｴﾈﾙｷﾞｰ基準適合の推進に伴う給湯設備の導入による効
果（35.9万kl）は含んでいない。

340万台 2,700万台

5.5万台 530万台

照
明高効率照明の導入 9% ほぼ100% 201.1 201.1 －

LED・有機EL等の高効率照明を用いた､高輝度な照明技術により省ｴﾈを図る｡

※２．省ｴﾈ量には新築住宅における省ｴﾈﾙｷﾞｰ基準適合の推進に伴う照明設備の導入による効
果（26.9万kl）は含んでいない。

空
調

ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ制度等による機器の
省ｴﾈ性能向上

－ － 133.5 104.8 28.7

ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ基準等により､以下の製品を引き続き性能向上を図る｡（2012→2030年度）
・ｴｱｺﾝ （例：冷房） 消費電力 229kWh/台・年→188kWh/台・年

普及台数 2.71台/世帯→2.79台/世帯
・ｶﾞｽｽﾄｰﾌﾞ ｶﾞｽ消費 5823Mcal/台・年→5565Mcal/台・年

普及台数 0.06台/世帯→0.05台/世帯
・石油ｽﾄｰﾌﾞ 石油消費 720L/台・年→716L/台・年

普及台数：0.74台/世帯→0.54台/世帯
・ﾃﾚﾋﾞ （例：32V型以上） 消費電力 79kWh/台・年→63kWh/台・年

普及台数 0.47台/世帯→1.29台/世帯
・冷蔵庫 （例：300L以上） 消費電力 337kWh/台・年→271kWh/台・年

普及台数 0.82台/世帯→0.94台/世帯
・DVDﾚｺｰﾀﾞ 消費電力 40kWh/台・年→35kWh/台・年

普及台数 1.37台/世帯→1.63台/世帯
・電子計算機 消費電力 72kWh/台・年→72Wh/台・年

普及台数 1.29台/世帯→1.83台/世帯
・磁気ﾃﾞｨｽｸ装置 消費電力 0.005W/GB→0.005W/GB

普及台数 2.80台/世帯→3.34台/世帯
・ﾙｰﾀ 消費電力 31kWh/台・年→26kWh/台・年

普及台数 0.5台/世帯→1台/世帯
・電子ﾚﾝｼﾞ 消費電力 69kWh/台・年→69kWh/台・年

普及台数 1.06台/世帯→1.08台/世帯
・ｼﾞｬｰ炊飯器 消費電力 85kWh/台・年→82kWh/台・年

普及台数 0.69台/世帯→0.69台/世帯
・ｶﾞｽｺﾝﾛ ｶﾞｽ消費 570Mcal/台・年→546Mcal/台・年

普及台数 0.92台/世帯→0.88台/世帯
・温水便座 消費電力 151kWh/台・年→109kWh/台・年

普及台数 1.04台/世帯→1.24台/世帯

※３．省エネ量には新築住宅における省エネ基準適合の推進に伴うｴｱｺﾝ、ｶﾞｽ・石油ｽﾄｰﾌﾞの導
入による効果（5.3万kl）は含んでいない。

動
力
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家庭部門
用
途

省エネルギー対策名
導入実績

導入・普及
見通し

省エネ量
万kL 内訳 概要

2012FY 2030FY 2030FY うち電力 うち燃料

国
民
運
動
・

家
庭
エ
ネ
マ
ネ

HEMS・ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰを
利用した家庭部門における
徹底的なｴﾈﾙｷﾞｰ管理の実施

0.2% ほぼ100% 178.3 178.3 －
住宅内の空調や照明等に関するﾃﾞｰﾀを常時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ、見える化すると同時に、需要に応じた最
適運転を行うHEMS(Home Energy Management System)の導入によりｴﾈﾙｷﾞｰ消費量を削減。

国民運動の推進
（家庭部門）

－ － 22.4 10.7 11.7

国民運動の推進にあたって、以下の対策を実施し、国民への情報提供の充実と省ｴﾈの行動変
革を図る。
●ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ・ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞの実施徹底の促進

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ（実施率80%）、ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞ（実施率81%）の実施率をほぼ100%に引き上げる。
●家庭ｴｺ診断の実施

2030年までに家庭ｴｺ診断の認知度を394万世帯まで波及させる。
●機器の買換え促進

省ｴﾈ型の電気除湿器（圧縮式）及び乾燥機付全自動洗濯機への買換えを促進する。
消費電力（2012→2030年度）

・電気除湿器（圧縮式） 93.7kWh/台・年→72.5kWh/台・年
・乾燥機付全自動洗濯機 66.0kWh/台・年→36.9kWh/台・年

家庭部門 計 1,160.7 558.3 602.4
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運輸部門

用
途

省エネルギー対策名
導入実績

導入・普及
見通し

省エネ量
万kL

内訳 概要

2012FY 2030FY 2030FY うち電力 うち燃料

単
体
対
策

燃費改善
次世代自動車の普及

HEV
3% 29%

938.9 ‐100.1 1039.0

ｴﾈﾙｷﾞｰ効率に優れる
次世代自動車(ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車(HEV)、
電気自動車(EV)､
ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車(PHEV)、
燃料電池自動車(FCV)、
ｸﾘｰﾝﾃﾞｨｰｾﾞﾙ自動車(CDV))

等の導入を支援し普及拡大を促進する。
また、燃費基準(ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ基準)等により、引き続き車両の性能向上を図る。

EV 0%
PHEV  0% 16%

FCV   0% 1%

CDV   0% 4%

そ
の
他

その他運輸部門対策 － 668.2 62.4 605.8

・交通流対策の推進
・公共交通機関の利用促進等
・鉄道貨物輸送へのﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ
・海運ｸﾞﾘｰﾝ化総合対策
・港湾の最適な選択による貨物の陸上輸送距離の削減
・港湾における総合的な低炭素化
・ﾄﾗｯｸ輸送の効率化
・鉄道のｴﾈﾙｷﾞｰ消費効率の向上
・航空のｴﾈﾙｷﾞｰ消費効率の向上
・省ｴﾈに資する船舶の普及促進
・環境に配慮した自動車使用等の促進による自動車運送事業等のｸﾞﾘｰﾝ化
・ 共同輸配送の推進
・高速道路交通ｼｽﾃﾑITSの推進（信号機の集中制御化）
・交通安全施設の整備（信号機の高度化、信号灯器のLED化の推進）
・自動運転の推進
・ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞの推進
・ｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ

運輸部門 計 1,607.1 ‐37.7 1,644.8

合計 5,036.3万kl うち電気

1,823.1万kl
うち燃料

3,213.2万kl
↓

1,960.9億kWh
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省エネ効果とそれに係る投資額の関係について



58,870 

36,837 

51,261 
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中小企業 大企業等 平均値

（円/kL）

規模別費用対効果（円/kL）
（二次エネルギーベース）

【参考】
熱量換算で、1kl=10755.8kWh
のため、単純計算で、
1kWhあたり4.8円の投資
が掛かると試算できる。

※但し、省エネ補助金の省エ
ネ効果は電気によるものだけ
でなく他の燃料や熱の効果も
含まれている。

 省エネ補助金の採択案件の投資効果として、５万円程度の投資により原油換算で１キロリット
ルの省エネ効果が得られる。

※但し、省エネ補助金においては、「投資回収年数が３年以上の事業を優先的に採択する。」としており、投資回収年
数が長く、投資判断が難しいと思われる事業をターゲットとして想定している。

※費用対効果：投資額（補助対象経費）／（毎年の省エネ効果（計画値）×法定耐用年数分）
※平成25年度、平成25年度補正、平成26年度における新規採択案件計3,863件の交付実績、投資総額836億円
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省エネ補助金の実績に基づく省エネ投資効果
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【 】

 省エネ補助金の実績に基づけば、省エネ設備投資（平均耐用年数１４．４年）を行うにあたり、
１キロリットル（原油換算）の省エネのために５万円程度の投資が必要。

 ５０００万キロリットル(原油換算)の省エネが、２０３０年時点で設備投資の効果として発現して
いるためには、約３７兆円の投資が必要となる。

51,261円/kl × 5,000万kl/年 × 14.4年 = 37兆円

本試算においては、以下の点について留意が必要。

平成25年度、平成25年度補正、平成26年度の省エネ補助金の費用対効果実績
（51,261円/kl）から試算。

 2030年時点で発現する省エネ量5,000万klのすべてが設備投資による省エネ効
果であると仮定（運用改善による効果は考慮せず）。

省エネ補助金の実績は、産業及び業務部門における省エネ投資に限定される
データであるが、ここでは便宜上、家庭及び運輸部門も含めた全体の省エネ量に
対して拡大推計を実施。

従って、３７兆円という数値は、産業・業務の最も効率的な設備投資における投資
効果から試算した、5,000万klの省エネにあたって必要最低限の投資額である。

 2030年まで将来的に限界削減費用（費用対効果）が悪化していくという想定はお
いていない。

現在価値に揃えるための、割引率等の変動要因は考慮していない。

出典）環境省 2013年以降の対策・施策に
関する報告書(平成24年６月)
国立環境研究所AIMプロジェクトチーム

省エネ効果と投資額の考え方
についての事例
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省エネ補助金の実績に基づく将来の省エネ投資額の計算


